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　気候変動枠組条約のパリ協定に盛り込まれた気候変動の緩和策・適応策へ
の対応や防災を図るための森林整備などに必要な地方財源を安定的に確保す
る目的で、2019 年に森林環境税と森林環境譲与税が創設された。
　森林環境税は、令和 6（2024）年度より国内に住所のある個人に対して
課税される国税であり、市町村において、個人住民税均等割と併せて 1 人
年額 1,000 円が課税される。その税収は全額が、森林環境譲与税として都
道府県・市町村へ譲与される（総務省 HP より）。なお、森林整備が喫緊の
課題であることを踏まえ、森林環境譲与税の譲与は、来年 (2024 年 ) 度に
開始予定の森林環境税の徴収に先駆け、2019 年度から開始されている。同
じく 2019 年度に開始された森林経営管理制度は、市町村が手入れの行き届
いていない森林の経営・管理に携わる制度である。これまではおおむね国と
都道府県、森林組合などの林業事業体が主体となってきた森林整備に、市町
村が直接・間接の形で、特に私有林の森林整備・経営に寄与することが期待
される状況となっている。
　これらの新制度に関しては、2023 年に、日本学術会議農学委員会林学分
科会から、「持続可能な森林管理における現状と課題　市町村による森林管
理と森林環境税の新たな役割」１）という報告書が発刊されており、森林環境
税と市町村に期待される新たな役割について現状を整理している（筆者もそ
の報告書の策定に参画した）。
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　本稿では、森林環境税の課税開始を目前に控え、これまでの森林環境譲与
税の活用状況と上記報告を踏まえながら、森林環境税の役割と課題、そして
今後のあり方を考える。

森林環境譲与税の実際の使途と課題

　譲与税の具体的な配分状況を俯
ふ

瞰
かん

すると、2022 年度の市町村への譲与総
額は 440 億円であり、その 26.4% に当たる 116 億円が山間農業地域（農
業地域累計の基準指標では林野率 80％以上かつ耕地率 10％未満の市町村
が該当）に譲与されている。なお、上記地域の総人口は約 306 万人であり、
日本の総人口の 2.4% である。自治体ごとに森林管理に必要とされる予算額
は大きく異なるため、譲与額が十分であるかは別途検証が必要であるが、林
野率の高い山間農業地域に一定程度の配分がなされていると考えられる。
　他方で、譲与税の各自治体への配分基準が「私有林・人工林の面積」
50％、「人口」30％、「林業従事者数」20％となっており、森林が少なくて
も人口が多い自治体に多額の譲与税が配分されていることへの批判もある。
実際、個別市町村の譲与額の 1 位は横浜市、2 位は浜松市、3 位は大阪市となっ
ており、2 位の浜松市は私有林・人工林の面積が全国で最大であるが、横浜
市と大阪市は大都市圏に位置し、大阪市には私有林・人工林が存在しない。
譲与税の具体的な使途については、各市町村及び都道府県のホームページ等
において公開が義務付けられている。それによると、譲与税が森林整備のみ
ならず、人材育成や地場の木材利用の促進など、さまざまな使途に充てられ
ている。一方で翌年度以降に使用する基金として積み立てをしている自治体
も散見され、それに対して批判的な意見が多く表明されている。譲与が開始
された 2019 年度は、人員や準備時間の不足、あるいは情報の不確実性など
を背景として、市町村の 38％が全額を基金への積み立てにしていた。2020
年度には 20％、2021 年度には 14％と改善傾向であるものの、森林環境譲
与税が必ずしも有効に活用されていないと指摘されても仕方がない状況と
なっている。
　また、私有林・人工林などの森林が存在しない都市部では、木材利用の促
進や普及・啓発の事業に譲与税が活用されている（香坂ら 2020; 内山・香

トレンド・レビュー



157 森林環境税への期待と課題

坂 2020）。譲与税が、そもそも手入れ不足の私有林人工林の整備の財源と
いう名目において導入された経緯もあるため、木材利用の促進などが主な使
途となる都市部の自治体への税の配分を巡っては、自治体や学術研究におい
て批判も存在する（吉弘 2019）。

森林経営管理制度　　　

　森林環境税・森林環境譲与税との両輪で自治体での森林整備を進めるため
の制度として、譲与開始と同じ 2019 年度に、森林経営管理制度がスタート
した。同制度では、手入れの行き届いていない森林について、市町村が森林
所有者から経営管理の委託（経営管理権の設定）を受ける。そのうち、林業
経営に適した森林は地域の林業経営者に再委託し、林業経営に適さない森林
は市町村が公的に管理（市町村森林経営管理事業）をする。
　私有林の管理を巡るさまざまな問題のなかで、特に管理の行き届いていな
い森林の境界線や所有者の意思の特定というのは難題であった。林地の境界
線を知っている人がいなかったり、管理が行き届かないことによって目印な
どが分かりづらくなったりして、境界線を定めるのが難しくなっているケー
スも多い。林地を相続した所有者が都市部など別の場所に居住している場合
には、その意思の確認に膨大な手間暇がかかる。
　このような難題に対処しつつ、市町村が所有者の意向を調査し、管理が行
き届かない森林を集積しながら、生産や公益的機能を発揮する森林とそうで
ない森林を区分し、適切な森林管理への循環を目指そうというのが森林経営
管理制度の趣旨である。
　一方で、森林と林業を巡る各都道府県・各市町村の状況は多様であり、画
一的な促進や情報整備は難しい実情もある。同時に、デジタル化などを進め
ていくうえで必要となる情報の互換性、先端技術を使いこなせる人材にも課
題がある。

府県における森林に関わる超過課税

　森林環境税・森林環境譲与税は国レベルでの制度であるが、それに先行し
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て都道府県レベルでも森林や自然環境の保全を目的とした独自の税が存在し
ており、個人や事業者が県民税均等割の超過課税として森林に特化した「森
林税」を納めている府県もある。歴史的経緯を振り返ると、府県環境税は国
の制度が検討された際の委員会で参考とされるなど、ある種の「先輩格」で
もある。
　府県環境税の制度を「森林環境税」として全国に先駆けて 2003 年４月に
スタートさせたのは、森林率が日本で最も高い高知県である。その後、地方
を中心として同制度の導入が進んだ。大都市圏では、東京都、千葉県、埼玉
県など首都圏の他の都県が独自の環境税導入を見送っているなかで、歴史的
に水源に関わる議論を長く行ってきた神奈川県が 2007 年に導入した。神奈
川県では、県内で使っている水は流域上流にある森林から得られ、浄化され
ているという論理で、森林整備を使途とする税金の名目を「水源環境保全税」
としている。その税額は年間 35 億円程度となっている。
　このように、既に府県レベルの環境税が存在していることから、国の森林
環境税の課税が始まると、（誤解を含め）二重の課税ではないかという報道
もなされた。府県によっては、府県環境税の使途を変更するなどの国税と府
県税のすみ分けが議論され、進められた。また専門家からは、森林環境税が、
受益の多寡や応益負担ではなく、１人当たり一定額の負担である点が「人頭
税」に近いとの批判も存在する。

空間・境界を越えた財源移転の意義

　国の森林環境税・森林環境譲与税が創設された意義は、都道府県の境界を
越えた財源の移転が行われることである。林野は多いが整備のための財源が
不足している地域に国から財源が移転されれば、地域での森林整備の後押し
となる。実際、市町村における森林整備の取り組みは、森林環境譲与税の導
入以前より着実に進展している。また、人的資源（林務担当者の数、ノウハ
ウの蓄積）に課題があることが多い市町村に対する支援の役割を鑑み、都道
府県に譲与税総額の 1 割（制度創設当初は 2 割）が譲与されているが、国
から移転されたこの財源を活用した市町村支援の取り組みが全都道府県で実
施されている。
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　一方、森林環境税・森林環境譲与税が創設された目的は気候変動の緩和策・
適応策への対応や防災あるいは林業振興を図るための森林整備に必要な財源
の安定的な確保であるが、必ずしもその目的に沿った活用がなされていない
との指摘もあり、配分基準などの見直しも検討されている。その背景として、
上述したように、国から移転された財源を基金に積み立てる自治体が減少傾
向ではあるものの存在していること、森林が少ないにもかかわらず人口の多
い都市部への譲与額が大きく、その主な使途が森林整備に直結しない木材利
用の促進などとなっていることが挙げられる。府県レベルの環境税において
は、都市から地方であれ、あるいは神奈川県のように下流域から上流域であ
れ、府県内の財源移転となってきた。それが森林環境税では都道府県の境界
を越えて実施されていくなかで、林野率の少ない都市部の住民も含め、国民
が国税である森林環境税の使われ方に関心を持つことが重要となる。
　2003 年の高知県に始まり、国レベルに先駆けて導入された府県・森林環
境税は、導入前後に住民参加の検討会を開くなど、導入のプロセスを重視す
る傾向があり、それによって森林や環境への関心・意識を高める「参加型税
制としての意義」が定着した評価となっている（石崎 2019）。今回の森林
環境税・森林環境譲与税の導入によって、どのような議論がなされているの
か、森林の役割についての理解の深化が期待できるのか、各自治体の能力の
向上につながるのか、そして、税は導入目的に沿った形で活用されているの
か。読者の皆さんにも継続して関心を持っていただきたい。
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